
仙台市ガス事業
民営化の必要性について

令和元年7月22日
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資料６



仙台市ガス事業の民営化とガス事業を取り巻く環境の変化

2

 本市では、平成17年に民営化方針を表明し、平成20年に事業継承者の公募を実施したが、

急激な経済情勢の変化等により、平成21年に応募事業者から参加辞退届が提出され、公募

手続きを中止した。

 その後、東日本大震災が発生し、復旧・復興作業に注力しつつも、民営化方針は堅持して

きた。

 他方、ガス事業においては、以下のような大きな事業環境の変化が生じている。

 電力・ガスの小売全面自由化によるエネルギー供給者間競争の激化

 既存エネルギー事業者や多数の新規参入事業者による多様なサービスの提供

 公営ガス事業者の電力・ガスの小売全面自由化を契機とした民営化

 さらに、人口減少に伴うお客さま数・エネルギー需要の減少も予想される。



(１) 自由化範囲の拡大
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• ガス事業は、平成7年より段階的に自由化範囲を拡大してきており、平成29年4月に家庭用
の小口まで対象を拡大し、全面自由化に至った。
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出所）資源エネルギー庁HP（https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2014html/3-4.html）より作成



(２) スイッチング申込み件数の全国の状況
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出所）資源エネルギー庁HP（https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/gas/liberalization/switch/）より作成

• 平成29年4月にガスの小売り市場の自由化が開始されて以降、令和元年5月31日現在で、
全国で9.4%の契約者が、既存の一般ガス事業者から新規供給者にスイッチングの申込み
を行った。

• 関東、中部・北陸、近畿、九州・沖縄では、スイッチング申込みの実績があるものの、北
海道、中国・四国と並んで東北では、未だ実績がない状態となっている。
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 自社の規制料金から自由料金へ
の変更は含まない

 分母は、一般家庭等の契約件数
（選択約款含む）を用いて試算。



(３) 競争エリアでの家庭向けのサービスの多様化①
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• 各社の家庭用向けウェブサイトで紹介されているサービスを比較すると、大手民間ガス事
業者や、大手電力事業者、新規参入の事業者は、公営ガス事業者と比較して多様なサービ
スを提供している。

出所）各事業者、各企業局HPより作成。〇がついているサービスは、各社家庭用/個人向けＨＰから直接リンクが張られているサービス。

都市ガス供給 電力供給 セキュリティ 見守りサービス 暮らしサポート 通信・インター
ネット

ケーブルテレビ

東京ガス ○ ○ ○ ○ ○

大阪瓦斯 ○ ○ ○ ○ ○

東邦ガス ○ ○ ○

西部ガス ○ ○ ○ ○

東京電力 〇 〇 〇 〇

関西電力 〇 〇 〇 〇 ○

中部電力 〇 〇 〇

東北電力 ○ 〇 ○ 〇

東急電鉄 ○ ○ ○ ○ ○

JCOM ○ ○ ○ ○ ○

仙台市ガス局 ○

金沢市企業局 ○

習志野企業局 ○
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(３) 競争エリアでの家庭向けのサービスの多様化②
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• 東京ガスは、ガス・電気の併売だけでなく、インターネットとの併売や住まいサポート、
安心サービスの提供も行っている。

出所）東京ガス㈱HPより作成



(３) 競争エリアでの家庭向けのサービスの多様化③
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• 大阪ガスは、ガス・電気の併売だけでなく、生活関連サービスを充実させている。

出所）大阪ガスHPより作成



(３) 競争エリアでの家庭向けのサービスの多様化④
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• 関西電力も、電気とガスの併売だけでなく、見守りサービス、暮らしサポートサービスや
ポイントサービスと連携している。

出所）関西電力㈱HPより作成



(3) 競争エリアでの家庭向けのサービスの多様化⑤（新規事業者）
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• 東急電鉄は子会社を通じて、電気・ガスだけでなく、ケーブルテレビ、セキュリティとの
セット割が提供されている。また、カードのポイントがたまるようになっている。

電力・ガス供給

出所）㈱東急パワーサプライHPより作成（https://www.tokyu-ps.jp/）

クレジットカード
支払いにより
Tokyu Point
がたまる

ケーブルテレビ

セキュリティ
サービス

電力・ガスの契約とパス
モオートチャージでTokyu
Royal Clubに加入できる。

• 東急線の利用でTokyu Point
が最大10%たまる

• 東急ホテルズやハンズなど
の優待

• 花火等のイベントへの案内
• 暮らしマガジンFINOの提供

• イッツコム・ケーブルテレビ品川のサービス月額利用料金
が最大350円もおトクになる「イッツコム電気ぐっと割」「しな
がわ電気ぐっと割」。さらに、でんき＋ガスの合算料金から
最大24か月間50円おトクになる「ガスもっと割」。

• 横浜ケーブルビジョンのご加入者さまなら、初回請求月から
24か月間サービス利用料が毎月100円おトク。

• YOUテレビのご加入者さまなら、YOUテレビのサービス月額
利用料金が最大350円もおトク。

• 東急でんき＆ガスのご加入者さまなら、東急セキュ
リティの月額利用料金が12か月間、毎月200円もお

トクになる「東急セキュリティ でんき＆ガス パック
割」。

https://www.tokyu-ps.jp/


(４) 公営ガス事業者の民営化状況①

10出所）一般社団法人 日本ガス協会『ガス事業便覧（各年版）』より作成

• 公営ガス事業は平成12年度以降、行財政改革の一環で民営化が進められてきた。

• 平成29年4月のガス小売り市場全面自由化以降、大津市はコンセッション方式により、下
仁田町は事業譲渡方式により、ガス事業を民営化した。この他、福井市や見附市等も事業
譲渡方式による民営化が決定している。

• さらに、石川県金沢市、新潟県妙高市でも、民営化の検討が始まっている。
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(４) 公営ガス事業者の民営化状況②
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譲渡日 公営ガス事業者 民営化後の継承者 民営化手法 調定件数 調定件数の年次 地域継承会社が設立されている場合
の資本構成

H21/4/1 久留米市 久留米ガス 事業譲渡 26,112 平成16年度 久留米ガスは、西部ガス、筑邦銀行、
久留米市、久留米共同ガス、筑後信
用金庫の5社を株主として設立された。
令和元年6月現在で、久留米市は株
主ではない。

H21/10/1 長岡市 北陸ガス 事業譲渡 13,206 平成20年度

H23/4/1 藤岡市・高崎市 東京ガス 事業譲渡 10,143 平成22年度

H25/4/1 福知山市 福知山都市ガス 事業譲渡 5,782 平成24年度 伊丹産業100％出資会社

H26/4/1 長岡市 北陸ガス 事業譲渡 1,261 平成25年度

H26/4/1 宇部市 山口合同ガス 事業譲渡 12,738 平成25年度

H29/4/1 富岡市 堀川産業 事業譲渡 7,147 平成28年度

H30/4/1 柏崎市 北陸ガス 事業譲渡 27,901 平成29年度

H31/4/1 大津市 びわ湖ブルーエナ
ジー

コンセッション 97,165 平成29年度 大津市25％、大阪ガス・JFEエンジ・水
道機工の3社で75％を出資

H31/4/1 下仁田町 TOKAI 事業譲渡 1,252 平成29年度

R2/4/1 福井市 福井都市ガス 事業譲渡 20,761 平成29年度 福井都市ガスは、関西電力、北陸電
力、敦賀ガスの3社が設立。

R2/4/1 見附市 北陸ガス 事業譲渡 12,156 平成29年度

R2/4/1 にかほ市 TOKAI 事業譲渡 5,047 平成29年度

出所）ガス事業年報等より作成

• 平成21年以降、1０の公営ガス事業者が民営化されている。
• 大津市を除いて、事業譲渡方式により民営化している。



(５) 仙台市の人口推計

12出所）仙台市まち・ひと・しごと創生総合戦略（人口ビジョン及び総合戦略）（平成３１年３月 仙台市）

• 人口増加を続けてきた仙台市も、令和2年頃から人口減少が始まると予測されている。

• 人口減少に伴い、家庭用のガス需要も減少していくことが予測され、事業環境は年々厳し
くなることが予想される。
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（６） 本市ガス事業の民営化について①

 電力・ガスの小売全面自由化が始まり、関東・関西圏では大手電力・ガス事業者を中心に

相互参入や新規参入が進み、電気・ガスのセット販売や通信、セキュリティサービス等の

生活関連サービスと組み合わせた新たなサービスの提供が始まるなど、利用者の選択肢が

増え、利便性も高まっている。

一方で、仙台圏においては、家庭向けのガス小売事業への新規参入が行われず、他エリア

で起こっているサービスの多様化は見られず、自由化による恩恵を利用者が享受できない

状況となっている。

 電力・ガス事業への新規参入や新たなサービスの提供が開始されることにより、エネル

ギー事業者間の競争が活発化し、新たな雇用の創出、地元の関連事業者の取引き機会の拡

充など、地域経済の活性化も期待できる。

 平成12年度以降、行財政改革の一環で公営ガス事業の民営化が進められてきたが、電力・

ガスの小売全面自由化を契機として、民間事業者との競合が発生し、また、人口減少を迎

える中、将来に向けた安全・安心なガスの安定供給の確保、ガス事業の永続的な発展を目

的として、公営ガス事業民営化の動きが活発化している。
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これからのガス事業者には、電力・ガスの自由化をはじめとした競争環境の激

化や人口減少が見込まれる中、安全・安心な都市ガスを安定的に供給することに

加え、電気とガスのセット販売や生活関連サービスに見られるような多様なサー

ビスの提供なども求められている。

こうした状況に対応し、さらなる市民サービスの向上や地域経済の活性化を図

るためには、新たなサービスの提供などの点で公営事業者より弾力的な運営が可

能な民間事業者に経営を委ねることが必要であり、早期に民営化を実施すること

が望ましいと考える。

（６） 本市ガス事業の民営化について②


